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事 務 連 絡

平成 20年 4月 15日

指定居宅サービス事業所

指定居宅介護支援事業所

介護保険施設

指定介護予防サービス事業所

の開設者 様

宇都宮市保健福祉総務課

介護保険法に基づく一部の申請 ・届出受付の事務変更について (お知らせ)

平成 20年 4月 1日 から,県 の権限移譲推進計画に基づき,事 務 ・権限が県から

市に移譲されました。

学都宮市内に事業所や施設の所在地があり,下 記のサービスを実施する場合の

申請 ,届出受付のな口が県から学部宮市になります。

【4月 1日から宇都宮市が窓日となる事務】

指定居宅サービス事業者の指定の申請や変更および更新の届出

指定居宅介護支援事業者の指定の申請や変更および更新の届出

指定介護老人福祉施設の指定の申請や変更および更新の届出

介護老人保健施設の開設許可申請や変更及び更新の届出

指定介護療養型医療施設の指定の申請や変更および更新の届出

指定介護予防サービス事業者の指定の申請や変更及び更新の届出

*な お,各 申請書様式については,宇 都宮市のホームページからダウンロードを

することができます。

宇都宮市ホームページアドレス http://www.city.utsunomiya.tochigi.jp/

「
―
Ｉ
Ｊ

‖  問 い合わせ先

‖宇都宮市 保 健福祉総務課

‖介護事業者指導グループ     ‖

料電話 :028-632-2932 ‖

il FAX:028-639-8825  il
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ここが要るゴ介護

介護保険法の改正が予定されています。
今回の改正では、これまで以上に適正な事業運営が求められ、厚生労働大臣等の調査権
一方、一つの事業所の指定取消により全事業所の指定・更新が一律に認められない制度が見直されます。

No. 項  目

改 正 内 容

現  行 改 正 後

1 籍芽著扇品ゐ貢琶亀晶

事業者に、業務管理体制の整備を義務化

事業者に対して業務管理体制の整備状況の

届出を義務化

厚生労働大臣等に、事業者の本部等に対す
る立入権と是正勧告・命令権を付与

2

事業廃止届出は、廃止後10日
以内の事後届出制

事業廃止届出は、廃止1月前の事前層出制

【老人福祉法の一部改正】
老人居宅生活支援事業口有料老人ホームの廃止
届出も上記と同様の改正

①
①

不正事業者による処分
逃れ対策の創設

ン

く
ゎ

立入調査中(聴聞通知発出後)に事業廃止届
出を行なうことを、指定・更新欠格事由に追加

申請者と実質的な支配・被支配関係にある者
の指定取消を、指定・更新の欠格事由に追加

3
指定・更新時等の欠格
事由の見直し

一事業所の指定取消により、
全事業所の指定・更新が一律
に認められない。

一事業所の指定取消があつても、指定・更新
をすることが適切な場合には指定・更新が認
められる。

4
事業所廃止時のサービ

事業者に、事業廃止時における利用者への

継続的なサービス確保を義務つけ

指定権者に対し、事業者が上記の義務を果
たしていない場合の改善勧告・命令権等を付
与

厚生労働大臣等は、利用者のサービスを確
保するために、利用者・事業者間の連絡調整
ができる。

5
返還金・加算金の強制」
徴収

市町村長は、不正を行つた事
業者からの返還金・加算金の

徴収権が可能

市町村長は、不正を行つた事業者からの返
還金・加算金の強制徴収が可能

6 施行期日 交付の日から1年以内
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営利法人の運営する介護保険事業所で監査を実施ゴ

「経済財政改革に関する基本指針2007」 (平成 19年 6月 19日 閣議決定)にお

しヽて、「医療・介護サービスの質の向上・効率化プログラム」を推進することとされ

ました。

また、同プログラムにおしヽては、介護サービス事業者に対する法令連守を徹底する

ため、「平成 20年 度から 24年 度までの5年 間で営利法人の全ての介護

サービス事業所に対し監査を実施する。」こととされました。

これを受けて、栃木県でも平成 20年 度から24年 度までの5年 間で、営利法人が

設置 ・運営する全ての介護サービス事業所に対し監査を実施します。

また、監査に先立ち、各事業所には 「自 己 点検 シ
ー ト(仮称 )」で自己点検

をしてしヽただき、それを提出してしヽただく予定です。(様式は、後日、県高齢対策課

ページにアップします。)

改めて述べる必要はありませんが、各事業所においては、その自己点検シート等も

参考に、適正な運営と質の高い介護サービスの提供に努めてくださしヽ。

CAUT「 ON

営利法人以外には監査を実施しなしヽとしヽうことではありません。

平成 18・ 19年 度同様、利用者等から情報提供があり、必要と認めた場合には

非営利法人に対しても監査を実施します。

-3-



l 医 療制度改革が目指すもの

我が国はすでに人口減少時代に入り、世界に類を見ない速さで高齢化が進んでいます。

30年後には高齢化率が 33.7%と なり3人 に 1人が 65歳 以上の高齢者となる超高齢社会

が到来すると予測され、医療、介護といった高齢者と密接に関係する分野では、将来を見

据えた対策が急務となっています。
一方、我が国では、すべての国民が公的な医療保険制度に加入し、誰もが安心して医療

を受けることができる国民皆保険制度を採用しています。

近年、国民医療費は国民所得を上回る伸びを示しており、医療保険制度を将来にわたっ

て安定的で持続可能なものとしていくためには、医療の質の確保を図りながら、制度全般

にわたる構造改革が必要となりました。

1医療機能の1分イし,‐連携の推進

在宅医療の推進■十1■111.ltt

療養病床の再編成,■■■■■|

生活‐習慣病予
‐
防対策|!■■lttc

後期高齢者医療制1度の1創設

栃木県の将来推計人口
高齢化率(%)

(人)
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‖ 介 護サービスヘの影響

(1)療 養病床の再編成

療養病床の再編成は、医療の必要性が高い高齢者には引き続き療養病床での医療を提供

し、医療の必要性の低い高齢者にはその方に相応しい介護サービスを介護保険施設等で提

供することで、高齢者に対する適切な医療と介護の提供体制を構築することを目標として

います。

また、「療養病床転換推進計画」は、療養病床の転換の過程を明らかにするものであり、

入院患者への配慮と転換を希望する医療機関に最大限対応できるよう、対象となる療養病

床はすべて介護保険施設等に転換するものと想定しました。

占轟碁|お振患iゴ灘|せ充もあ蒼謎凝挙1芥義あ1提凝

一 般 病 床
(口三】た力真ヨぼ7ヨRttr2コ質身″5■チ)

医 療 求 空 お 床
( 医 療 保 険 適 用 )

■十,軽 ‖

療養病床転換推進計画 (単位:床)
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特 別 養 獲 老 人 ホ ー ム

有 料 老 人 ホ ー ム ・ク ア ハ ウ ス

理 知 症 高 い 者 グ ル ー ブ ホ ー ム

平成 19年 4月 平成 19年度末 平成 20年 度末 平成 21年 度末 平成 22年度末 平成23年度末

医療療養病床 3,905 3,865 3,664 3,366 2,935 2,703

介護療養病床 819 801 705 668 668 0

計 4,724 4,666 4,369 4,034 3,603 2,703

介護保険施設などへの転換数 58 355 690 1 , 1 2 1 2,021
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(2)在 宅療養のための医療と介護の充実

病院等から退院した後の療養生活や住み慣れた自宅で出来るだけ長く暮らしたいと希望

する高齢者とその家族を支えるためには、在宅医療の充実と訪問看護ステーションとの連

携など、医療と介護が連携したサービスの提供体制を充実させる必要があります。

また、訪問介護や訪問入浴、療養通所介護など、高齢者の生活を支えるサービスや社会

的孤立感を解消するための介護サービスの質の向上も大切です。

(3)タ ーミナルケア

現在、看取りの場の大半は病院ですが、終末期の在り方については、一人ひとりが選択

し決定するものであり、自宅での看取りを希望する高齢者とその家族の願いを受け入れ、

支えていくためには、終末期医療 (ターミナルケア)を 提供する在宅医療の体制整備が必

要です。

また、介護保険施設における看取りも増加することが予想され、施設職員の看取 りに対

する理解や知識の向上を目指していくことが求められます。

lll 地域ケア体制の推進

(1)医 療と介護の連携

医療制度改革では、入院患者に対し良質で効率的な医療を提供し、急性期病院から回復

期病院を経てできるだけ早期に自宅に戻り、不安なく日常生活を送ることができるための

体制整備を目標としています。

医療においては、入院中から退院後を含めた一連の治療計画を患者と医療機関で共有す

る地域連携クリティカルパスなどにより、病院とかかりつけ医等との連携を目指していき

ます。また、介護においては、退院 ・退所前から多職種協働による 「サービス担当者会議

(ケアカンファレンス)」などを行い、医療との連携を目指していきます。

このとき、特に入院する病院等の主治医や退院後の在宅療養支援診療所の主治医等の参

加 ・協力が重要となります。

適切む医療こ介寵が4rtら|

地域のA竹 |この鮮が擁 社会

高節者が靖てる力を発揮【|

1危i住孝11を蒼らせる社会
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在宅で生活する高齢者にとって、医師と介護支援専門員の連携が十分とれていることは、

医療と介護が一体となった質の高いケアを受けることにつながります。

今後増加する高齢者の生活が適切な医療と介護に支えられていくために、こうした医療

機関の連携と医師、介護支援専門員が中心となった医療と介護の連携を目指します。

も葛連お
クリティカル′ヽス

競 篤

入臨時の主浩E

(2)見 守リサービスの充実 (地域包括ケアの推進)

地域ケア体制の構築においては、地域の人々が、普段の生活の中で高齢者の生活を助け

る心づかいがあり、自立 した高齢者であっても、介護を要する高齢者であっても、地域で

暮らす高齢者を見守るやさしい目のある社会の実現を目指しています。

また、外出が可能な高齢者は、地域に積極的に関わり、自らが相互の安否について確認し

あえる人間関係を築いていくことも大切です。
一方で、外出が困難な高齢者や地域から孤立した高齢者などに対しては、民生委員や自治

会、老人クラブなどがふれあいの場への参加を促したり、訪問して話相手になるなど地域住

民のサポー トカを高めたり、熱感知センサーなどの lT機 器を活用した安否確認システムを

普及させるなど様々な見守リサービスを充実させていくことが必要となります。

こうした住み慣れた地域において、支援が必要な高齢者等が自立した生活を送ることがで

きるよう、住民参加により地域社会全体で支える仕組みを「地域包括ケアシステム」と称し、

各市町の地域包括支援センターを中核として推進していきます。

，，′，，，‐，′・・‐・，‐、、、
‐、、ヽぃぃぃ、、、

曲
曲
ヽ
一
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介護療養型老人保健施設の介護報酬単位の見直し案

基本施設サービス費

従来のを健 た老健 (介臣察養型老人保健施設) (参考)t

介雄保使施設サービス費(I)
41人 以上の施設

介整保健施設サービス費(I)

40人 以下の施改

介蓮保健施設サービス費 (III)

療養型介離療養施設サーピス費(III)
【病院】看整G:1介 獲G:1

従来型個軍 :サービス貿 〔1) 来型個里 :サービス費 ( :サービス 従来型個室 :サービス賢(1

要介叢1      702 単 位/日

要介護2      751 単 位/日

要介連3     804 単 位/日

要介捜4     858 単 位/日

要介整5      911 単 位/日

a要介雄1        703 単 位/日

D要介経2        786 単 位/日

B要 介雄3  _    860 単 位/日

d要 介整4        914 単 位/日

D喜 介建5         987 単 位/日

B要 介距1        703 単 位/日

b要 介霊2        780 単 位/日

o要 介雄3        833 単 位/日

d要 介整4        887 単 位/日

e要 介整6          940 単 位/日

要介護1        581 単 位/日

要介澄2        692 単 位/日

要介澄3        843 単 位/日

要介整4       1,000 単 位/日

要介整5         1.041 単 位/日

多床軍 :サービス費 (11) 多床室 :サービス費(11) 多床軍 :サービス貿 〔ii) 多床室 :サービス費(ii)

要介距1      781 単 位/日

要介巌2      830 単 位/日

要介輩3      883 単 位/日

要介避4      937 単 位/日

要介避5       990 単 位/日

要介雄1        782 単 位/日

要介距2        865 単 位/日

要介整3        939 単 位/口

要介雄4        993 単 位/日

要介整5         1.046 単 位/日

a要 介護1        782 単 位/日

b要 介護2        859 単 位/日

c要 介雄3        912 単 位/日

d要 介登4        966 単 位/日

e要 介整5         11019 単 位/日

1要介接1        692 単 位/日

〕要介護2        803 単 位/日

〕要介整3        954 単 位/日

J要介護4       1,111 単 位/日
3要介護5       11152 単 位/日

算

加

特別療養費(特定診療費)

醸染対策指導管理

層宿対策指率管理

例翔入所診療管理

童度療禁管理

博定施設管理

重産皮膚演癖管理指導

終測管理指導

吾学情報提供

(リハマネ加算)

(短期集中リハ加算)

5 単 位/ロ

5 単 位/日

250   単 位

120 単 位/日

250 単 位/日

18 単位/日

350   単位

250   単位

旨語聴光残法

擬食機構療法

精神科作業京法

認知症入所精神療法

180 単 位/回

18 5  単位/日

220 単 位/日

330 単 位/週

感染対策指導管理

拒店対策指導管理

初期入所移療管理

重度療禁管理

4寺定施設管理

重症皮膚潰嬉管理指導

菜剤管理指導

医学情報提供

精神科作業藤法

盟知症入所精神療法

5 単 位/日

5 単 位/日

250   単位

120 単 位/日

250 単 1立/日

18 単位/日

350   母11立

250   単位

言語聴党農法          180 単 位/回

‖

食機能藤法

だ 鯛 嬬 と)18 5 4跡

220 単 位/日

330 単 位/週

感染対策指導管理

拒店対策指導管理

初期入院診療管理

亜度療奏管理

特定施設管理

童症皮膚潰癌管理指導

薬剤管理指導

医学情報提供〔I)

医学情報提供(I)

理学藤法(I)

理学宗法(I)

理学疾法(I)

作業療法

言語聴覚療法

擬食機能練法

リハビリ予―ションマネジメント

短期集中リハビリテーシヨン

闇黙選整交資種精神療法

5 単 位/日

5 単 位/日

250   単 位

120 単 位/日

250 単 位/日

18 単 位/日

350   単 位

220   単 位

290   単 位

180 単 位/回

100 単 位/回

50 単 位/回

180 単 位/回

180 単 位/回

185 単 位/日

25 単 位/日

60 単 位/日

220 単 位/日

330 単 位/週

Jハマ 25 単 位/日 25 単 位/日 25 単 位/日 (特定診療貫)
::Jハ 60 単 位/日 60 単 位/日 60 単 位/日 (特定移僚負)

′由 t一ュ 60 単 位/回 60 単 位/回 60 単 位/回

ケア 76 単 位/日 76 単 位/日 76 単 位/日

緊急時施設療差費
隠急時治張管理      500 単 位/日

博定治農         診 演報酬によ沼

聡急時治藤管理        500 単 位/日

侍定治療            移 療報酬による

聡急時治康管理        500 単 位/日

博定治農            診 療報酬による
一　

一

行 的損所サービス 800 単 4立/日 800 単 位/日 800 単 1ユ/日

240 単 位/日 240 単 t立/日

27 単 位/日 27 単 位/日

夜間勤務等看整加算
1)    23   Jと を立ノ

[問勤務等看護 (■) 14  単 位/日

(III)  7  単 位/日
て の の



介謡報酬の減算について

定員超過利用の場合や指定基準に定められた員数の従業者を配置してい

ない場合 (人員基準欠如)。または夜勤を行う職員の員数が基準に満たない

場合には.通 正なサービスの提供を確保するため介護報酬力S減額される。

こうした不通正なサービス提供が行われないよう。事業者は未然防止に

努めなければならない。
・定員超過利用
。人員基準欠卸
・夜勤職員の体制

指導 ・監査等での状況につい

○ 指定基準に定められた員数の従業者を配置しておらず.減算に該当す

る状況であったにもかかわらず.減算を行つていないケースが認めら

れた。

後の対応につい

介護報酬を減算すべき事由が発生した場合には,『介護結付費算定に

係る体制等に関する届出書Jを 提出すること。

減算を行うべき算定において.減 算がされないまま請求が行われた場

合には.当 該請求を不正請求とみなし.処 分の対象とする場合もある

ので十分留意すること。

事業所の管理者等は.常 に従業書の配置等に関して実態を把握し.減

算力S発生することのないよう通切なサービス提供に努めること。

【参考資料】
『書種加算 ・減算適用要件等―覧』(定員超過利用◆人員基準欠如及び夜

勤体制部分)を 県ホームベージに掲載しますのでも書該当サービスにつ

いて.減 算の根拠法令及び要件等について確認を行うこと。

○

○

○
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指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準について(平成11年老企第25号)

第2総 論

2用 語の定義

(1)「 常勤換算方法」

当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常動の従業者が勤務すべき時間

数 (32時間を下回る場合は32時間を基本とする。)で 除することにより、当該事業所の従業

者の員数を常勤の従業者の員数に換算する方法をいうものである。この場合の勤務延時間数
は、当該事業所の指定に係る事業のサービスに従事する勤務時間の延べ数であり、例えば、

当該事業所が訪問介護と訪問看護の指定を重複して受ける場合であって、ある従業者が訪問

介護員等と看護師等を兼務する場合、訪問介護員等の勤務延時間数には、訪問介護員等とし

ての勤務時間だけを算入することとなるものであること。

(2)「勤務延時間数」

勤務表上、当該事業に係るサービスの提供に従事する時間又は当該事業に係るサービスの提

供のための準備等を行う時間(待機の時間を含む。)として明確に位置付けられている時間の合計

埜とする。なお、従業者1人につき、勤務延時間数に算入することができる時間数は、当該事業所
において常勤の従業者が勤務すべき勤務時間数を上限とすること。

(3)  「常勤」

当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常動の従業者が勤務
すべき時間数 (32時間を下回る場合は32時間を基本とする。)に 達していることをいうもの

である。同一の事業者によって当該事業所に併設される事業所の職務であって、当該事業所
の職務と同時並行的に行われることが差し支えないと考えられるものについては、それぞれに係る

勤務時間の合計が常動の従業者が勤務すべき時間数に達していれば、常勤の要件を満たすもの

であることとする。例えば、一の事業者によつて行われる指定訪問介護事業所と指定居宅介護支

援事業所が併設されている場合、指定訪問介護事業所の管理者と指定居宅介護支援事業所の管
理者を兼務している者は、その勤務時間の合計が所定の時間に達していれば、常勤要件を満たす
こととなる。

(4)「専ら従事する」「専ら提供に当たる」

原則として、サービス提供時間帯を通じて当該サービス以外の職務に従事しないことをいうもの

である。この場合のサービス提供時間帯とは、当該従事者の当該事業所における勤務時間(指定

通所介護及び指定通所リハビリテーションについては、サービスの単位ごとの提供時間)をいうも
のであり、当該従業者の常勤・非常勤の別を問わない。ただし、通所介護及び通所リハビリテーシ

ョンについては、あらかじめ計画された勤務表に従って、サービス提供時間帯の途中で同一職種の

従業者と交代する場合には、それぞれのサービス提供時間を通じて当該サービス以外の職務に従

事しないことをもって足りるものである。

(5)「前年度の平均値J

① 基準第121条第4項(指定短期入所生活介護に係る生活相談員、介護職員又は看護職員の員
数を算定する場合の利用者の数の算定方法)、第142条第3項(老人性認知症疾患療養病棟を
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有する病院であって介護療養型医療施設でない指定短期入所療養介護事業所における看護職

員又は介護職員の員数を算定する場合の入院患者の数の算定方法)及び第175条第3項(指定

特定施設における生活相談員、看護職員若しくは介護職員の人員並びに計画作成担当者の人

員の標準を算定する場合の利用者の数の算定方法)における「前年度の平均値」は、当該年度

の前年度(毎年4月1日に始まり翌年3月31日をもって終わる年度とする。以下同じ。)の平均を用

いる。この場合、利用者数等の平均は、前年度の金利用者等の延数を当該前年度の日数で除

して得た数とする。この平均利用者数等の算定に当たつては、小数点第2位以下を切り上げるも

のとする。

② 新たに事業を開始し、若しくは再開し、又は増床した事業者又は施設においては、新設又は増

床分のベッドに関しては、前年度において1年未満の実績しかない場合(前年度の実績が全くな

い場合を含む。)の利用者数等は、新設又は増床の時点から6月未満の間は、便宣上、ベッド数

の90%を 利用者数等とし、新設又は増床の時点から6月以上1年未満の間は、直近の6月におけ

る全利用者等の延数を6月間の日数で除して得た数とし、新設又は増床の時点から1年以上経

過している場合は、直近1年間における全利用者等の延数を1年間の日数で除して得た数とする。

また、減床の場合には、減床後の実績が3月以上あるときは、減床後の利用者数等の延数を延

日数で除して得た数とする。ただし、短期入所生活介護及び特定施設入居者生活介護について

は、これらにより難い合理的な理由がある場合には、他の適切な方法により利用者数を推定す

るものとする。
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○運営基準等に係るQ&Aに ついて(平成14年3月28日厚生労働省老健局振興課通知)

1 常勤換算方法により算定される従業者の休暇等の取扱い

【常勤換算方法により算定される従業者の休暇等の取扱い】

常勤換算方法により算定される従業者が出張したり、また、休暇を取った場合に、そ

の出張や休暇に係る時間は勤務時間としてカウントするのか。

(答)

「常勤換算方法」とは、非常動の従業者について 「事業所の従業者の勤務延時間数

を当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき時間数で除することにより、常勤の

従業者の員数に換算する方法」 (居宅サービス運営基準第2条 第8号 等)で あり、ま

た、 「勤務延時間数」とは、 「勤務表上、当該事業に係るサービスの提供に従事する

時間 (又は当該事業に係るサービスの提供のための準備等を行う時間 (待機の時間を

含む。))と して明確に位置付けられている時間の合計数」である (居宅サービス運

営基準解釈通知第2-2-2)等 )。 以上から、非常勤の従業者の休暇や出張 (以

下 「休暇等」という。)の 時間は、サービス提供に従事する時間とはいえないので、

常勤換算する場合の勤務延時間数には含めない。

なお、常勤の従業者 (事業所において居宅サービス運営基準解釈通知第2-2-

(3)に おける勤務体制を定められている者をいう。)の 体暇等の期間については、

その期間が暦月で1月 を超えるものでない限り、常勤の従業者として勤務したものと

して取り扱うものとする。

|(参 考)居 宅サ
ービス運営基準解釈通知第2-2-(3)「 常勤」当該事業所にお |

|ける勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間 |

十数 (32時 間を下回る場合は32時 間を基本とする。)に 達していることをいうもので |

|ある。 (以下略)                             |
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指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準(短期入所サービス及び特定施設入

居者生活介護に係る部分)及び指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準の

制定に伴う実施上の留意事項について(平成12年老企第40号)

～中略～

第二 居宅サービス単位数表(短期入所生活介護費から特定施設入居者生活介護費に係る部分
に限る。)及び施設サービス単位数表
1通 則

～中略～

(3)定員超過利用に該当する場合の所定単位数の算定について

① 短期入所生活介護、短期入所療養介護、介護福祉施設サービス、介護保健施設サービス

及び介護療養施設サービスについては、当該事業所又は施設の利用者等の定員を上回る

利用者等を入所等させているいわゆる定員超過利用に対し、介護給付費の減額を行うこと

とし、職員配置等基準において、定員超過利用の基準及び単位数の算定方法を明らかにし

ているところであるが、適正なサービスの提供を確保するための規定であり、定員超過利用
の未然防止を図るよう努めるものとする。

② この場合の利用者等の数は、1月間(暦月)の利用者等の数の平均を用いる。この場合、1

月間の利用者等の数の平均は、当該月の全利用者等の延数を当該月の日数で除して得た

数 とする。この平均利用者数等の算定に当たつては、小数点以下を切り上げるものとす

る。

③ 示明用者等の数が、職員配置等基準に規定する定員超過利用の基準に該当することとなっ

た事業所又は施設については、その翌月から定員超過利用が解消されるに至つた月まで、

利用者等の全員について、所定単位数が職員配置等基準に規定する算定方法に従つて減

皇され、定員超過利用が解消されるに至った月の翌月から通常の所定単位数が算定され

る。

④ 都道府県知事は、定員超過利用が行われている事業所又は施設に対しては、その解消を

行うよう指導すること。当該指導に従わず、定員超過利用が2月以上継続する場合には、特

別な事情がある場合を除き、指定又は許可の取消しを検討するものとする。

③ 災害、虐待の受入れ等やむを得ない理由による定員超過利用については、当該定員超過

利用が開始した月(災害等が生じた時期が月末であつて、定員超過利用が翌月まで継続す
ることがやむを得ないと認められる場合は翌月も含む。)の翌月から所定単位数の減算を行

うことはせず、やむを得ない理由がないにもかかわらずその翌月まで定員を超過した状態
が継続している場合に、災害等が生じた月の翌々月から所定単位数の減算を行うものとす

る。

(4)常勤換算方法による職員数の算定方法について

暦月ごとの職員の勤務延時間数を、当該事業所又は施設において常勤の職員が勤務すべ

き時間で除することによって算定するものとし、小数点第2位以下を切り捨てるものとする。

なお、やむを得ない事情により、配置されていた職員数が一時的に1割の範囲内で減少した
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場合は、1月を超えない期間内に職員が補充されれば、職員数が減少しなかつたものとみなす
こととする。

(5)人員基準欠如に該当する場合等の所定単位数の算定について

① 短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設入居者生活介護、介護福祉施設サー

ビス、介護保健施設サービス及び介護療養施設サービスについては、当該事業所又は施

設の看護師等の配置数が、人員基準上満たすべき員数を下回つているいわゆる人員基準

欠如に対し、介護給付費の減額を行うこととし、職員配置等基準において、人員基準欠如の

基準及び単位数の算定方法を明らかにしているところであるが、これは、適正なサービスの

提供を確保するための規定であり、人員基準欠如の未然防止を図るよう努めるものとする。

② 人員基準上満たすべき看護師等の員数を算定する際の利用者数等は、当該年度の前年

度(毎年4月 1日に始まり翌年3月31日をもつて終わる年度とする。以下同じ。)の平均を用い

る(ただし、新規開設又は再開の場合は推定数による。)。この場合、利用者数等の平均は、

前年度の全利用者等の延数を当該前年度の日数で除して得た数とする。この平均利用者

数等の算定に当たっては、小数点第2位以下を切り上げるものとする。

③ 看護・介護職員の人員基準欠如については、

イ 人員基準上必要とされる員数から1割を超え減少した場合には、その翌月から人員基準

欠如が解消されるに至った月まで、利用者等の全員について所定単位数が職員配置等

基準に規定する算定方法に従つて減算され、
口 可割の範囲内で減少した場合には、その翌々月から人員基準欠タロが解消されるに至つ

た月まで、利用者等の全員について所定単位数が職員配置等基準に規定する算定方法
に従つて減算される(ただし、翌月の末日において人員基準を満たすに至つている場合を

除く。)。

④ 看護B介護職員以外の人員基準欠如については、その翌々月から人員基準欠如が解消さ

れるに至った月まで、利用者等の全員について所定単位数が職員配置等基準に規定する

算定方法に従つて減算される(ただし、翌月の末日において人員基準を満たすに至つている

場合を除く。)。

③ 看護B介護職員については、最も低い所定単位数を算定するために必要な員数を満たさな
い場合にはじめて人員基準欠ユロとなるものであり、最も低い所定単位数を基にして減算を

行うものであること(したがつて、例えば看護6:1、介護4:1の職員配置に応じた所定単位数

を算定していた指定介護療養型医療施設において、看護6:1、介護4:可を満たさなくなつた
が看護6:1、介護5:1は満たすという状態になった場合は、看護6:1、介護4:1の所定単

位数に100分 の70を 乗じて得た単位数ではなく、看護6:1、介護5:1の所定単位数を算

定するものであり、看護6:1、介護6:1を下回つてはじめて人員基準欠如となるものである
こと)。なお、届け出ていた看護B介護職員の職員配置を満たせなくなった場合には、事業者

又は施設は該当することとなつた職員配置を速やかに都道府県知事に届け出なければなら

ないこと。また、より低い所定単位数の適用については、③の例によるものとすること。

ただし、ユニット型短期入所療養介護事業所(一部ユニット型指定短期入所療養介護事
業所のユニット部分を含む。)又はユニット型指定介護療養型医療施設(一部ユニット型指

定介護療養型医療施設のユニット部分を含む。)については、看護6:1、介護4:1を下回る

職員配置は認められていないため、看護6:1、介護5:1、看護6:1、介護6:1の職員配置
に応じた所定単位数を定めておらず、職員配置が看護6:1、介護4:1を満たさない場合は
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人員基準欠如となるものであり、看護6:1、介護4:1の所定単位数に100分 の70を乗じて

得た単位数を算定する。

⑥ 都道府県知事は、著しい人員基準欠如が継続する場合には、職員の増員、利用定員等の

見直し、事業の休止等を指導すること。当該指導に従わない場合には、特別な事情がある

場合を除き、指定又は許可の取消しを検討するものとする。

(6)夜勤体制による減算について

① 短期入所生活介護、短期入所療養介護、介護福祉施設サービス、介護保健施設サービス

及び介護療養施設サービスについては、夜勤を行う職員の員数が基準に満たない場合の

所定単位数の減算に係る規定(厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関す

る基準(平成12年厚生省告示第29号。以下「夜勤職員基準」という。))を置いているところで

あるが、これらの規定は、夜間の安全の確保及び利用者等のニーズに対応し、適正なサー

ビスの提供を確保するための規定であり、夜勤を行う看護職員又は介護職員の員数不足の

未然防止を図るよう努めるものとする。

② 夜勤を行う職員の員数が基準に満たない場合の減算については、ある月(暦月)において

以下のいずれかの事態が発生した場合に、その翌月において利用者等の全員について、

所定単位数が減算されることとする。

イ 夜勤時間帯(年後10時 から翌日の年前5時までの時間を含めた連続する16時 間をいい、

原則として事業所又は施設ごとに設定するものとする)において夜動を行う職員数が夜勤職

員基準に定める員数に満たない事態が2日以上連続して発生した場合
口 夜動時間帯において夜勤を行う職員数が夜勤職員基準に定める員数に満たない事態が4

日以上発生した場合

③ 夜勤を行う職員の員数の算定における利用者等の数については、(5)②を準用すること。

この場合において「小数点第2位以下」とあるのは「小数点以下」と読み替えるものとする

こと。

④ 都道府県知事は、夜勤を行う職員の不足状態が続く場合には、夜勤を行う職員の確保を

指導し、当該指導に従わない場合は、指定の取消しを検討すること。

(7)新設、増床又は減床の場合の利用者数等について

人員基準欠如及び夜勤を行う職員の員数の算定に関しては、

イ 新設又は増床分のベッドに関して、前年度において1年未満の実績しかない場合(前年度

の実績が全くない場合を含む。)の利用者数等は、新設又は増床の時点から6月未満の間

は、便宜上、ベッド数の90%を利用者数等生 、新設又は増床の時点から6月以上1年未満

の間は、直近の6月における全利用者等の延数を6月間の日数で除して得た数とし、新設

又は増床の時点から1年以上経過している場合は、直近1年間における全利用者等の延数

を1月間の日数で除して得た数とする。
日 減床の場合には、減床後の実績が3月以上あるときは、減床後の延利用者数を延日数で

除して得た数とする。

ただし、病院又は診療所の医師の人員基準欠如の運用における利用者数等については、

医療法の取扱いの例によるものであり、医事担当部局と十分連携を図るものとする。

また、短期入所生活介護及び特定施設入居者生活介護については、イ又は回により難

い合理的な理由がある場合には、他の適切な方法により利用者数を推定するものとする。
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○厚生労働大 臣が定め る利用者等の数 の基準及 び看護職 員等の員数の基準並

びに通所介護費等 の算定方法

(平成十二年二 月十 日)

(厚生省告示第二十七号 )

指定居宅サー ビス に要 す る費用の額 の算定 に関す る基準 (平成十二年二 月

厚生省告示第十 九号 )及び指定施設 サー ビス等 に要 す る費用の額 の算定 に関

する基準 (平成十 二年二 月厚生省告示第二十一号 )の規 定 に基 づ き、厚生労働

大 臣が定め る利用者等 の数 の基準及 び看護職 員等の員数 の基準並びに通所介

護費等の算定方法 を次の よ うに定め、平成十二年四月一 日か ら適用す る。

厚生労働大 臣が定 め る利用者等の数 の基準及 び看護職 員等の員数 の基準並び

に通所介護費等 の算定方法

(平一二厚告四九七 ・改称 )

一 厚 生労働大 臣が定 め る利用者の数 の基準及 び看護職 員等の員数の基準並

びに通所介護費の算定方法

イ 指 定通所介護 の月平均の利用者の数 (指定通所介護事業者が指定介護予防

通所介護事業者 の指定 を併 せて受け、かつ、指定通所 介護の事業 と指定介護

予防通所介護の事 業 とが同一の事業所 において一体的 に運営 されている場合

にあ っては、指定通所介護 の利用者 の数及 び指定介護予防通所介護の利用者

の数の合計数 )が次 の表 の上欄 に掲 げる基準 に該 当す る場合 における通所介

護費 (′! 規ヽ 模型通所 介護費又は通常規模型通所介護費 に限 る。 )に ついては、

同表の下欄 に掲 げ る ところによ り算定 する。

口 指 定療養通所介護 の利用者の数が次 の表 の上欄 に掲 げ る基準 に該当す る

場合 における通所介護費 (療養通所介護費 に限 る。 )に ついては、同表の下欄

に掲げるところに よ り算定す る。

厚生労働大臣が定める利用者の数の基 厚生労働大臣が定める通所介護費の算
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生労働大臣が定める利用者の数の基 厚生労働大 臣が定める通所介護費の算

定方法

指定居宅サービス等の事業の人員、設

備及び運営に関する基準 (平成十一年厚

生省令第二十七号 。以下「指定居宅サ

ビス基準」という。)第百五条の六 に定

められている利用定員を超えること。

ハ 指 定通所介護事業所 の看護職員 (看護師又は准看護師 をい う。以下同 じ。)

又 は介護職員の員数が次 の表 の上欄 に掲 げる員数 の基準 に該 当す る場合 にお

ける通所介護費 (小規模型通所介護費又は通常規模型通所介護費 に限 る。 )に

つ いては、同表 の下欄 に掲 げ る ところによ り算定す る。

厚生労働大臣が定める通所介護費の算

定居宅サービス介護給付費単位数表

の所定単位数に百分 の七十を乗 じて得

た単位数を用いて、指定居宅サービスに

要する費用の額の算定 に関する基準の

例により算定する。

二 指 定療養通所介護事業所 の看護職員又は介護職員の員数 が次 の表の上欄

に掲 げる員数の基準 に該 当す る場合 における通所介護費 (療養通所介護費に

限 る。 )については、同表 の下欄 に掲 げるところによ り算定 す る。
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指定居宅サービス介護給付費単位数表

の所定単位数に百分の七十を乗 じて得

た単位数を用いて、指定居宅サービスに

要する費用の額の算定に関する基準の

により算定する。

二 厚 生労働大臣が定める利用者の数の基準及び医師等の員数の基準並びに

通所 リハ ビリテーシ ョン費の算定方法

指定通所 リハ ビリテーシ ョンの月平均の利用者 の数 (指定通所 リハ ビリテ

―シ ョン事業者が指定介護予防通所 リハ ビリテーシ ョン事業者 の指定 を併せ

て受け、かつ、指定通所 リハ ビリテーシ ョンの事業 と指定介護予防通所 リハ

ビリテーシ ョンの事業 とが同一 の事業所 において一体的 に運 営 されている場

指定居宅サービス基準第百五条の四に

定める員数を置いていないこと。

厚生労働大臣が定める看護職員又 は介

定居宅サービス基準第九十三条 に定

る員数を置いていないこと。

厚生労働大臣が定める看護職 員又 は介

護職員の員数の基準

厚生労働大臣が定める通所介護費の算
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合 にあ っては、指定通所 リハ ビリテーシ ョンの利用者の数及 び指定介護予防

通所 リハ ビリテーシ ョンの利用者 の数 の合計数 )が次 の表の上欄 に掲 げ る基

準 に該 当する場合 における通所 リハ ビリテー シ ョン費 については、同表 の下

欄 に掲 げるところによ り算定 する。

厚生労働大臣が定める利用者の数の基

準

指定居 宅サービス介護給付費単位数表

の所定単位数に百分の七十を乗 じて得た

位数を用いて、指定居宅サービスに要

る費用の額の算定に関する基準の例 に

より算定する。

口 指 定通所 リハ ビリテーシ ョン事業所の医師、理学療法士、作業療法士、言

語聴覚士、看護職員又は介護職員の員数が次の表の上欄に掲 げる員数の基準

に該当する場合 における通所 リハ ビリテーシ ョン費については、同表の下欄

に掲げるところにより算定する。

指定居 宅サービス介護給付費単位数表

の所定単位数に百分の七十を乗 じて得た

単位数を用いて、指定居宅サービスに要

する費用の額の算定に関する基準の例に

より算定する。

～以下略～

厚生労働大 臣が定める通所リハビリテー

ション費の算定方法

施行規則第百二十条の規定に基づき都

道府県知事に提 出した運営規程に定め

生労働大臣が定める医師、理学療法 生労働大 臣が定める通所リハビリテー

ション費の算定方法

定居宅サービス基準第百十一条に定

める員数を置いていないこと。

L
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平成 18年 4月 改定関係 Q&A

( V o l . 1 )

(間17)介 護予防通所介護 ・

欠如の減算につしヽては、

するのか。

通所リハビリテーションの定員超過 。人員

歴月を通じて人員欠如の揚合のみを減算と

(答) 介 護予防通所介護 ・通所リハビリテーションについては、月単位の

包括報酬としてしヽることから、従来の一国単位での減算が困難である

ため、前月の平均で定員超過 。人員欠如があれば、次の月の金利用者

について所定単位数を70%を 算定する取扱いとしたところである。

なお、この取扱いについては、居宅サービスの通所介護 ・通所リハビ

リテーシヨンについても同様としたので留意されたい。

平成 18年 4月 改定関係Q&A(vol.5)

(問1)平 成イ8年 4月 改定関係Q&A(vol.1)間 17に おいて

示された通所介護における香護職員につしヽての具体的な人員
欠資日の計算方法費□何。

(答)通 所介護における吾護職員については、月平均で1名 以上の
を配置するものとしてしヽるところであるが、この場合の減算の
考え方は、「指定居宅サービス費の額の算定基準 (短期入所サー

ビス等に係る部劣)等 の制定に伴う実施上の留意事項」(平成1
1年老企第40暑 )に 定められた介護保険施設等における人員
欠捜□減算と同様、人員基準上必要とされる員数から1害」を超え
て減少した場合には、翌月のを減算することとする。なお、こ
の措置は4月 打日に遡って適用することとする。

(算定式)(単 位ごと)
サービス提供国に配置された延べ人数

サービス提供日
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指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準(訪問通所サービス、居宅

療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分)及び指定居宅介護支援に要する費用

の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について(平成12年老企

第36号)

～中略～

第二 居宅介護支援費に関する事項
～中略～

6居 宅介護支援の業務が適切に行われない場合

注2の「別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合」については、25号告示

第17号 に規定することとしたところであるが、より具体的には次のいずれかに該当

する場合に減算される。

これは適正なサービスの提供を確保するためのものであり、運営基準に係る規定

を遵守するよう努めるものとする。都道府県知事は、当該規定を遵守しない事業所に

対しては、遵守するよう指導すること。当該指導に従わない場合には、特別な事情が

ある場合を除き、指定の取消しを検討するものとする。

(1)居宅サービス計画の新規作成及びその変更に当たつては、次の場合に減算され

るものであること。

① 当該事業所の介護支援専門員が、利用者の居宅を訪問し、利用者及びその家族

に面接していない場合には、当該居宅サービス計画に係る月(以下「当該月」とい

う。)から当該状態が解消されるに至つた月の前月まで減算する。

② 当該事業所の介護支援専門員が、サービス担当者会議の開催等を行つていない

場合(やむを得ない事情がある場合を除く。以下同じ。)には、当該月から当該状

態が解消されるに至つた月の前月まで減算する。

③ 当該事業所の介護支援専門員が、居宅サービス計画の原案の内容について利

用者又はその家族に対して説明し、文書により利用者の同意を得た上で、居宅サ
ービス計画を利用者及び担当者に交付していない場合には、当該月から当該状態

が解消されるに至つた月の前月まで減算する。

(2)次に掲げる場合においては、当該事業所の介護支援専門員が、サービス担当者

会議等を行つていないときには、当該月から当該状態が解消されるに至つた月の

前月まで減算する。

① 居宅サービス計画を新規に作成した場合

② 要介護認定を受けている利用者が要介護更新認定を受けた場合

③ 要介護認定を受けている利用者が要介護状態区分の変更の認定を受けた場合

(3)居宅サービス計画の作成後、居宅サービス計画の実施状況の把握(以下「モニタ
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リング」という。)に当たつては、次の場合に減算されるものであること。

① 当該事業所の介護支援専門員が1月に利用者の居宅を訪問し、利用者及びその

家族に面接していない場合には、特段の事情のない限り、その月から当該状態が

解消されるに至つた月の前月まで減算する。

② 当該事業所の介護支援専門員がモニタリングの結果を記録していない状態が1

月以上継続する場合には、特段の事情のない限り、その月から当該状態が解消さ

れるに至った月の前月まで減算する。
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変更内容 該当事業 添付書類
配覇例
ページ

1 車 所 `施 設 )の 名 称 菖

2 事業所(施設)の所在地 全事業 ★事業所の移転がある場合には、⑤についても変更になるため、
③に係る書類も提出してください。
・誓約幸(参考標式)
・役員名簿(参考様式9-2 新ヽしい代表者について記入。押印)

3 の 記 第 謄 本

代表者(開設者)の民名、生年月日
及び住所

食事業 ・登記好陪本
★登記舞謄本上、代表者が明確ではない場合には、代表者に選
任した旨の議事録

定款口寄付行為及びその登記簿謄
本・条例等
(当該事業に関するものに限る。)

全事業 変更になつた定歌・寄付行為
登記寿謄本
条例にあつては、その公報の写し

事業所(施設)の建物の構造、専用
区画等

全事案
(介護老人保健施設を除く)

・用途・面積を明示した事茶所の平面図
・事業所の外観及び内部の様子が分かる写真

隔品 く介題予防)訪間入浴 。設置した偏品が分かる手面、写真等

事業所(施設)の管理者の氏名、生

年月日及び住所
全事業 管理 者 の栓 獲 =(参 考標 式 )

管理者の動務形綾一覧表(参考椋式 )
誓約孝(参考様式)
役員名簿(参考様式9-2、新しい管理者について記入・押印)

9 サービス提供貢任者の氏名及び住
所

(介護予防)訪問介護 サービス提供責任者の経歴書(参考様式)
サービス提供責任者の動務形態一覧表(参考様式)
資格記

運営規程 食事業 ・変更後の運営規程(下線を引く、マーキングをするなどして、変更
箇所が分かるようにしてください。)
※従業者の職種、員数及び職務内容に変更がある場合は、勤務
形態一覧表(参考様式9-2)を添付すること

協力医療機関(病院)・協力歯科医
療機関

(介護予防)訪問入浴
(介護予防)短期入所生活介護
(介護予防)特定施設
介護を人福祉施設

・協力医療機関と取り交わした契約孝等の写し

事業所の種別 (介護予防)訪問看護
(介譲予防)訪問リハビリテーション
(介謹予防)居宅療養管理指導
(介護予防)通所リハビリテーション
(介護予防)短期入所療養介護

訪問看護にあつては、付表3

訪問リハピリテーシシにあつては、付表4

居宅族養管理指導にあつては、付表5

遠所リハピリテーションにあつては、付表7

短期入所療泰介護にあつては、付表9

提供する居宅療養管理指導の種類 (介謹予防)居宅療奏管理指導 ・付表5

事業実施形態
(本体施設が特別奏護を人ホーム
の場合の空床利用型口併設型の

(介護予防〕短期入所生活介護 ,付表8-1あ るいは付表B-2(変 更後に該当するもの)
B変更後の運営規程

入瞬患言又は入所者の屈員 じ 「護 予 防 '粗 刷 人 所 二 お すド護

(介護予防)短期入所療養介護
介護者人福祉施設
介護老人保健施設
介蓮療養型医療施設

・連 冨 現 穫
・従業者の勤務形態一覧表(参考様式 )

介護者人福祉施設、介護老人保健
施設、病院等との連携・支援体制

福祉用具の保管及び消毒方法 (介護予防〕福祉用具賞与 ・福祉用具の保官及び消毒の方法について、変更後のあり方が分
かる書面を提出してください(新たに事業所内で保管や消毒を行う
場合には⑥に係る添付書類が必要となります。)。
・記戴した内容が確認できる国面・写真等を添付してください。
,委託先、内容が変わつた場合は、当該委託契約書の写しを添付
してください。

併設施設の状況等 介護老人福祉施設
介護老人保健施設

介謹療養型医療施設

役員の氏名、生年月日及び住所 全事業 役見名簿(参考様式)
誓約幸(参考様式)
役員名簿(参考様式9-2、新しい役員について記入。押印)

介護支援専門員の氏名及び登録
番号

居宅介護支援
(介護予防)特定施設
介護老人福祉施設
介護老人保健施設
介護療養型医療施設

1当該事業所に勤務する介護支援専門員一覧(参考様式)
変ヽ更'追加になつた介護支援事門員の登録証明書及び介護支援
専門員の番号通知幸
1変更・追加になった介護支援専門員の勤務形態一覧(参考様式)
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高対 11号

平成 20年 4月 15日

各 指 定 通 所 介 護 事 業 所

各特定施設入居者生活介護事業所

各 指 定 介 護 老 人 福 祉 施 設

各 居 宅 介 護 支 援 事 業 所

の管理者 様

栃木県保健福祉部高齢対策課長

指定通所介護事業所、指定特定施設入居者生活介護事業所及び

指定介護老人福祉施設における個別機能剖‖練加算について

指定通所介護事業所、指定特定施設入居者生活介護事業所及び指定介護老人福祉施設 (以

下 「指定通所介護事業所等」という。)に おける個別機能訓練加算については、厚生労働省

告示及び厚生労働省老健局企画課長通知で定められておりますが、加算の算定に関する考

え方を下記のとおり取りまとめましたので、お知らせします。

ヨ
言亡

1 加 算 を算定できる場合

(1)加 算算定の要件 ・手順

① 機 能訓練指導員の配置

加算の算定に際し、「機能訓練指導員」の配置が必要となります。

通所介護事業所の場合は、少なくとも1日 に 120分以上専ら機能訓練指導員の職

務に従事する機能訓練指導員 (理学療法士等)の 配置することが必要です。(機能訓

練指導員が配置されていない日は加算を算定できません。)

特定施設入居者生活介護事業所及び介護老人福祉施設の場合は、常勤専従の機能

訓練指導員 (理学療法士等)を 1名 以上配置することが必要です。

なお、機能訓練指導員の資格要件は、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護

職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師となります。

② 個 別機能訂‖練の必要性の検討 ・ケアプラン ・通所介護計画への位置づけ

加算の算定に当たっては、始めにケアマネジャー (通所介護の場合は、居宅介護

支援事業所のケアマネジャー)及 び通所介護事業所等の機能訓練指導員等の従業者

が、サービス担当者会議やケアカンファレンスにおいて、当該利用者 (入所者)の

個別機能訓練の必要性について検討を行います。

なお、検討の結果を踏まえた個別機能訓練の必要性については、ケアプラン (居
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宅サービス計画、特定施設サービス計画又は施設サービス計画)に 記載する必要が

あります。通所介護の場合は、通所介護計画への位置づけも必要です。

③ 多 職種共同による個別機能罰‖練計画書の作成

次に、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共

同して利用者 (入所者)毎 に個別機能訓練計画を作成します。(なお、多職種により

検討を行った経過については、ケアカンファレンス記録等に記載をしてください。)

個別機能訓練計画の様式については、別添の参考様式を参考にして作成してくだ

さい。(なお、参考様式でなくても加算を算定することは可能ですが、少なくとも以

下の要件 (項目)を 備える必要があります。)

①利用者の解決すべき課題 (現状)②訓練目標③具体的な訓練計画 (訓練の内容、

実施頻度)④ 訓練実施期間⑤評価 (個房U機能訓練の効果、実施方法等)

計画の作成に際しては、利用者 (入所者)の 身体機能の状況や希望等について、

十分なアセスメントを行う必要があります。この際には
“
利用者をよく観察するこ

と
"が
重要となります。すべての利用者について同じような計画は

“
個別機能訓練

計画
"と
は認められません。

④ 個 別機能訓練計画の利用者 (入所者)へ の説明及びその記録

作成した個男Ulat能訓練計画の内容については、開始時及びその3月 ごとに 1回以

上利用者 (入所者)に 対 して説明をし、同意を得る必要があります。

説明し同意を得たことについては、文書で記録をしていること (サイン、押印、

署名等)が 必要です。

また、利用者 (入所者又は家族)へ の説明は、開始時のみだけでなく3月 ごとに

行う必要があります。

⑤ 個 別機能訓練の実施及びその評価

次に、個別機能訓練計画に基づき、計画的に個別的な機能訓練を実施する必要が

あります。集団的な機能訓練、生活リハビリ、単なるレクリエーションの実施のみ

では加算要件に該当しません。(なお、機能訓練は、
“
禾U用者 (入所者)の 心身状況

等に応じて、日常生活を営むのに必要な機能を改善し、又はその減退を予防するの

に必要な訓練
"と
されています。)

個別的な機能訓練は、 1対 1で 実施することが望ましいが、少数の集団により機

能訓練指導員が個別に利用者の状態を把握できる範囲での機能訓練は 「個別的な機

能訓練」に含まれます。

なお、個別機能訓練の実施後は、少なくとも3月 ごとに機能訓練の効果、実施方
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法等について評価を行い、その内容について、次回の計画に反映させる必要があり

ます。

③ 個 別機能訓練加算に関する記録

能訓練を実施 した場合には、その実施時間、訓練内容、その際の利用者 (入所

者)の 心身の状況等について記録を行う必要があります。

また、個別機能訓練計画や機能訓練実施記録等については、利用者 (入所者)

毎に保管し、当該事業所 (施設)の 個別機能に関わる従業者が常に閲覧できる体

制にする必要があります。

(2)個別機能訓練計画の記載例

【言己載伊1】

① 課題 (現状)

② 訓練目標

③具体的訓練計画

④ 訓 練期間

⑤ 評 価

『一人で歩いて トイレに行けない』原因 :膝の痛み ・筋力低下

『一人で歩いて トイレにいけるようになる』

「個別的訓練」

◆訓練期間 (平成 20年 4月 ～平成 20年 6月 )

・膝関節稼働域訓練 週 2回 (火 ・木)10分 /1回

・下肢筋 トレ (ゴム運動) 週 1回 (水) 10分 /1回

◇訓練期間 (平成 20年 7月 ～平成 20年 9月 )

・膝関節稼働域訓練 週 1回 (火) 10分 /1回

,歩行訓練 (平行棒使用) 週 1回 (木) 5往 復/1回

・下肢筋 トレ (ゴム運動) 週 1回 (水) 10分 /1回

■訓練期間 (平成 20年 10月 ～平成 20年 12月 )

・歩行訓練 (廊下手すり使用)週 2回 (火 ・木)10m/回

・ 下 肢筋 卜比 (ゴム運動) 週 1回 (水) 10分 /1回

「集団的訓練」

' ラ ジオ体操 (午前)

,リ ハビリ体操 (午後)

◆ 『平成 20年 4月 1日  ～  平 成 20年 6月 30日 』

◇ 『平成 20年 7月 1日  ～  平 成 20年 9月 30日 』

■ 『平成 20年 10月 1日  ～  平 成 20年 12月 31日 』

◆ (～開始後 3月 )

『稼働域訓練により、下肢の動きがスムーズになってきた。

ゴム運動については意欲的に取り組んでいるため、継続して

実施する』→訓練計画の内容の継続 ・見直し

◇ (開始後 4月 ～開始後 6月 )『稼働域訓練 ・下肢筋 トレによ
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り、下半身が安定してきた。平行棒を両手でつかんで歩行で

きるようになった。(5往 復が目標だが、 3往 復程度。)左 足

の運びがやや難しい状況である。本人もス トレスを感じてい

るようだ。メンタル面に留意しながら、左足の稼働域訓練を

重点的に実施する。』→訓練計画の内容の継続 ・見直し

■ (開始後 9月 ～12月)

『廊下手すりを使用し1 5 rn歩けるようになった。トイレ誘導

の際には、自分で歩いていけるようになった。ゴム運動は、

下半身の安定に効果的である。引き続き歩行訓練を実施す

る。』→訓練計画の内容の継続 ・見直し

(3)加 算の算定要件を満たさない場合の取扱い

既に当該加算を算定している事業所 (施設)に おいて、加算算定要件を満たしてい

ない場合には、早急に改善をしてください。なお、指導及び監査において、算定要件を

満たしていないにもかかわらず加算を算定していた場合には、報酬返還を求めることが

あります。

また、特に 「過誤調整が必要な場合」とされる状況にあてはまる場合については、

自主点検の上、過誤調整を行うと共に、算定要件を満たすまで加算を算定できません。

なお、過誤調整を行った場合は、その理由、返還額及び改善状況を所管の広城健康福

祉センター又は宇都宮市保健福祉総務課へ報告をして下さい。

◆ 過 誤調整が必要な場合

・ 個別的な機能訓練が行われていない場合 (集団訓練 ・生活リハビリのみの実施を

含む)

・ 機能訓練指導員の配置がない場合 (1(1)①で求める配置を満たさない場合)

・ 個別機能訓練計画そのものがない場合又はその内容が著しく個別性に欠ける場合

・ 個別機能訓練計画について、利用者 (入所者)に 対 して説明し、同意を得ていな

い場合

・ 個別的な機能訓練を実施 している記録がない場合

2 機 能訓練について

基準省令において、
“
通所介護の事業は、要介護状態となった場合においても、その利

用者が・…その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、必要な日常生

活上の世話及び機能訓練を行うことにより…心身の機能の維持…を図るものでなければ

ならない
"と
されています。

同様に、
“
特定施設入居者生活介護の事業は、特定施設サービス計画に基づき、一日常

生活上の世話、機能訓練…を行うことにより…入居者が当該指定特定施設においてその有
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する能力に応 じ自立 した日常生活を営むことができるようにするものでなければならな

い
"“
指定介護老人福祉施設は、施設サービス計画に基づき、…入浴、排せつ、食事等の

介護…機能訓練…を行うことにより、入所者がその有する能力に応じ自立した日常生活を

営むことができるようにすることを目指すものでなければならない
"と
されています。

特に、指定介護老人福祉施設においては、入所者に対し、その心身の状況等に応 じて、

日常生活を営むのに必要な機能を改善し、又はその減退を防止するための訓練を行わなけ

ればならないとされています。

従って、個別機能訓練加算を算定しない事業所 (施設)に おいても、利用者 (入所者)

その有する能力に応 じ自立した日常生活を営むことができるよう適切な機能訓練を実施

する必要があります。

また、通所介護事業所、特定施設入居者生活介護事業所及び介護老人福祉施設では、

個別機能訓練加算の算定の有無の関わらず、機能訓練指導員の配置が基準省令において必

要とされています。

3 個 別機能訓練 に関す る告示等 について

個別機能訓練に関する厚生労働省告示、通知等は以下のとおりです。

(1)告 示

・ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準 【平成 12年厚生省令告

示第 19号】別表6通 所介護費注7 別 表 10特 定施設入居者生活介護注2

・ 指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準 【平成 12年厚生省告

示第 21号】別表 1介護福祉施設サービス注7

(2)通 知

・ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準 (訪間通所サービス、居

宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分)及 び居宅介護支援に要する費用の額

の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について 【平成 12年 3月 1日老

企第 36号】第二7通 所介護(5)個別機能訓練加算の取扱い

・ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準 (短期入所サービス及び

特定施設入居者生活介護に係る部分)及 び指定施設サービス等に要する費用の額の

算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について 【平成 12年 3月 8日老企

第 40号 】第二4特 定施設入居者生活介護(2)個別機能訓練加算について 第 二5介

護老人福祉施設サービス(10)個別機能訓練加算について

(3)Q&A

・ 平成 18年 4月 改定Q&A(Vol.1)間 49 問 50 間 76 問 77

・ 平成 18年 4月 改正Q&A(Vol.3)問 15

高齢対策課介護保険班

TEL 028‐ 623‐3153

FAX 028‐ 623‐3925
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個別機能訓練計画書 作成日 平 成

身体機能等の把握

1.運動機能  :0麻 年など :四 肢麻申  片 麻い  対 応年  運 動央H  H面 神経席癖

その他(                      )

の 筋力低下 :頭 部  体 幹  「   lt  手 首  手 指  殿   臓   足 宙  足 お

28生 機能  :O騒 覚障害 :軽 底 ■度 Bt集 しどれ 過敬

の 視  力  :領 野狭寄 半口 観力低下 複観
0聴   力  :難 聴 1耳鳴り

④ 口煙投偉 :流 こ むせ 回良
0百 次日機像 :① 言預障害 1失 BI建 情音障害

の 失付

0失 臣
④ 注意岸書

4悦 脩    :顕 tr  体幹  】   肘   字 古  手 相  腹   康   足 首  足 指
5蕉 庫    :頭   ヨ |「  官 中  題   肩   肘   手 苦  手 指  鮫   藤   足 古  足 指
0.その他   :① 何 密 (部 位       )

の 浮ほみ (部 位        )

0そ の他 (             )

日合併疾患とヨントロール状況

Olg血圧  の 務陳窮  ① 百脂生産  ④ ●筋懐と  ⑤ 験●建  ⑥ 自内障  C熔 粗颯農

①その他 〔                                         〕

3機 能前1線に対する希望等

日生活日梶・長期目槙等

Ｉ
Ｎ
∞
―

現在の輝何

短期目標の設定
(採題に対するアプローチ)

:創績内客

測練時の留誼点
3ヶ月後の評価

〔沖価日:平成   年   月   日 〕

使用用具
(枝・装果・歩行器・専袴子等)

現状・介助内害等
OT,PT・ST守 によ召)個別的機健剛臨

回数・時同等

祭団的機能印1経

1  回 数・時間寺

日
常
性

生

活
動
作

トイレヘの移B8

【見直し・出毎 】

磨段昇降

理内移動

座外移助

食事隠 下含む)

【■にし・ほ棋】

作泄く昼)

棒泄(夜)

重暮

更ま

入 治

ヨミュニケーション

余暇活動

裏SEリ

【■■じ・使脱 〕

超をあがリ

座 位

立ち上がリ

立位

説明者  |            1説 明・同意・責付日 1 平 成  年   月    日  脚 〕用者(家族)同意サイニ 印  1続 柄



短期入所生活介護利用者への福祉用具貸与について

H20.4.15 介 護保険班

次のような短期入所生活介護の利用者について、福祉用具を貸与 し、福祉用具貸与費を算

定することはできるか。また、利用者が貸与された福祉用具をショー ト利用中施設に持ち込

むことはできるか。

① 帰 宅なしのショート連続利用の被保険者

② シ ョート利用がない日が月に1日の被保険者 ・エアマットを貸与

月に 3～4日 の  〃

す車

「

―

＞

―

ジ③

|【前提】

短期入所サービスが、要介護者 ・要支援者の居宅での生活を維持する観点から設けら

れたものであることに鑑み、設間のような利用形態は真にやむを得ない場合の例外であ

る。

① 福 祉用具貸与は、要介護者が居宅において当該福祉用具を使用し、自立した日常生活を

営むことを目的としている。施設 (短期入所を含む)で 利用者が使用する福祉用具は施設

で用意すべきものであり、そのために必要な経費は介護報酬に包括的に含まれている。

② こ のため、 1月 の間に居宅での生活が全く見込めない利用者 (自費負担による短期入所

生活介護事業所滞在を合む)に ついては、その月は福祉用具貸与費を算定することはでき

ない。

なお、ケアプラン作成時には居宅での生活が見込めたものの、家族の入院等の突発的な

理由により短期入所の滞在期間が延び、結果として当該月に全く居宅での生活がなかった

場合はこの限りではない。ただし、利用者が 1月 を通じて入院した場合は医療保険との併

給禁止規定により福祉用具貸与費は算定できないので注意すること。(算定していた場合は

過誤調整が必要である)

③ 居 宅で使用するために貸与を受けた福祉用具が利用者に合わせて調整されている場合等

で、利用者の希望がある場合は、貸与を受けた福祉用具を短期入所生活介護事業所に持ち

込んで継続して使用することは可能である。この場合、短期入所生活介護費と福祉用具貸

与費を同時に算定することは差し支えない。

④ し かし、施設が用意すべき福祉用具を、利用者が居宅で使用するために貸与を受けた福

祉用具を持ち込ませることにより肩代わりさせることは適当ではない。

⑤ 福 祉用具貸与が、専ら短期入所生活介護事業所での使用を目的としているものである場

合は、過誤調整を行うこと。

⑥ な お、要支援者に対する介護予防福祉用具貸与についても同様であること申し添え

る。
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高 対  号  外

平成 13年 12月 14日

各市町村介護保険担当課長   様

栃木県保健福祉部高齢対策課草 !:

l r i i、■
iヽ r  t  i  。

短期入所サービスの 30日 を超える連続利用について (通知)

平成 14年 1月 からの支給限度基準額一本化に伴う短期入所サービスの 30日 を超える

連続利用についての取扱いについては、平成 13年 8月 29日 付け厚生労働省老健局から

の事務連絡のQ&Aの とおりであり、 31日 目以降については保険給付の対象としないの

を原則とするので留意願います。

これは、ショー トステイが制度本来の目的から外れ、実質的な入所と何ら変わけない事

態となることを防止するとともに、保険給付による他のショー トステイ希望者が利用でき

るようにするための措置であり、ケアマネジャーが作成するケアプランに、当初から連続

30日 を超えるショー トステイを盛り込むことのないよう注意を喚起したものです。

ただし、緊急避難的に下記の事態で、ケアマネジャーが保険者である市町村の了解を得

た場合に限り、 31日 自を全類自己負担とし32日 目以降再度保険結付の対象とすること

ができるものであるので申し添えます。

また、ショートステイがケアプラン作成上の要介護認定等の有効期間の半数を超える場

合の取扱いについても、同様に保険者である市町村の了解を前提とすることとするので留

意願います。

なお、短期入所生活介護と短期入所療養介護を合わせて利用する場合の取扱いは、サー

ビスの性質が異なることから、それぞれ別個の利用期間として取り扱われることとなるの

で申し添えます。

言己

1 退 所予定日において、被保険者の心身の状態が悪化しており、在宅に戻れる状態では

ないと客観的に判断できる場合。

2 退 所予定日において、在宅に戻った場合に介護をする者が急病等で介護できない場合。

3 退 所予定日において、戻るべき自宅が火災等の災害を受け、あるいは同居する家族の

葬儀害があり、在宅に戻れる状態ではない場合。

[高需詳罷蚕盆言『猛
班
]
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福祉用具使用に際しての安全確保について

電動ベットや車いす等の福祉用具は、利用者の日常生活上の便宣を図り、また介護者の負担を軽減する

ものですが、使用方法を誤ると重大な事故につながる可能性があります。

このページでは福祉用具の事故等に関する注意喚起等を掲載しています。

1.福 祉用具使用の際の重大製品事故発生に関する注意喚起のお願いについて(H19.10.26厚生労働

2.垣 tlL風具蛍畳丘墜立豊2室 空墜のと埜      H20.1.7厚 生労働査事務連埜よcPDF_86KB】

3.ス ズキ製電動車いすの無償修理について(H20.1.18厚生労働省事務連絡)(PDFフアイル .75KB〕

4.益 主会社企と二左査範丞堕壁聾塾堂生0墾 憤量修」こつし上て(H20.2.巨厚生労働省事務連絡)丘PDF

フアイメレ。426KB)

5.盆 護ベット用手すりによる重大製品蔓故につい韮 意      倒 透鯉塾殿瞳垣祉亜亘豊述室

襲 艶 2中 立

6.ア ロン化成株式会社製「アプローチ用手すり」シリーズ施工強度不足に伴う製品点検口補修について

め

毬傘ALキジ'こ襲す恐む慧窮や窮簿い豊簿密勝

高齢対策課

電話番号:028-623-3153

ファックス番号:028-623‐3925

Eメール:ka坐迄狂蜘 宜p

All Rights Reserved,COpyright◎2006.Tochigi Prefecture

各ページに掲載の写真・音声・CG及 び記事の無断転載を禁じます。

,許
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を振発第0508001号

老老発第0508001号

平成 15年 5月 8日

各都道府県介護保険主管部 (局)長  殿

厚生労働省老健局振興課長

老人保健課長

「通院等のための乗車又は降車の介功が中心である場合」及び
「身体介護が中心である場合」の適用関係等について

本年4月 より、訪問介護費の報酎区分として新たに 「通院等のための乗草又は降車の

介功が中心である場合」が設けられたところである。この実施に伴う留意事項について

は、 「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準 (訪問通所サービス及び

居宅療養管理指導に係る部分)及 び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する

基準の制定に伴う実施上の留意事項について」 (平成 12年 3月 1日老企第36号 厚生

省老人保健福祉局企画課長通知)に より既にお示ししているところであるが、今般、
「通院等のための乗草又は降章の介助が中心である場合」及び 「身体介護が中心である

場合」の適用関係等について以下のとおり整理することとしたので、御了知の上、管内

市町村、関係団体、関係機関等にその周知徹底を図るとともに、その運用に遺憾のない

ようにされたい。

「通院等のための乗革又は降車の介助が中心である場合」及び 「身体介護が中心で

ある場合」の適用関係

「通院等のための乗革又は降車の介助が中心である場合」及び 「身体介護が中心で

ある場合」の適用関係については、別紙に標準的な事例を示すので、本年 5月 請求分

以降の給付に当たって留意すること。

記
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2 道 路運送法との関係

今般の介護報酬の改定に伴い、これまで移送を伴う訪問介護を提供していた事業者

について、道路運送法上の取扱いが変更されることはないこと。

したがって、これまで道路運送法の許可を受けず乗革又は降車の介助を行っていた

指定事業者について、新たに一律に道路運送法の許可を受けなければ介護保険の適用

を受けられなくなるものではないこと。

なお、道路運送法の処分、刑事告発等の対象とされた者がこのサービスを行う場合

は、事業の適正な運営ができるとは認められないものと考えられ、指定取消しの対象

となるものであること。
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r通院等のための乗革又は降車の介助が中fbである場合」及び「身体介整が中心である場合」の適用関係

ｌ
ω
ヽ
１

(1) 要介証1～5

要介護1～5

病院

通院等のための乗草又は降車の介助(100単 位)を算定 通院等のための桑車スは降車の介助(100単 位)を算定

※院内の移動等の介助は、基本的には院内のスタッフにより対応されるべきものであるが、将合により算定対象となる。

乗車介助
桑卒村介期キ 受け等手続き

Y          i

通院等のための乗軍又は降車の介助(100単位)を算定  Ⅲ
ⅢⅢ

議院

Xの 受取等 降車機介助中

通院等のための乗車又は降車の介助(100単 位)を算定
xr近 院等のための泉革Xは 降
車の介助」として包括して神価

中『舜車前介助」及び「降車佐介助」とは、R車 ・降卒の介助を行うことの前後に逮続して行われる外出に亡催田違する身体介にをいう。 聖
謙



ｌ
ω
切
―

( 2 ) 要介醸4、5
※通院等のための乗革・降耳の介助を行うことの前後に連続して相当の所要時間(20分～30分程度以上)
を要しかつ手間のかかる身体介題を行う場合

病院

■.........●●●●●●Ⅲ
ギ
●●・・・・・●●●●●●●●●●'

20分～30分檀慶以上
受静等手棋き 束の受取等

身体介題中心型を算定く運転時間を除く>

※院内の移動等の介助は、基本的には院内のスタッフにより対応されるべきものであるが、場合により算定対象となる。

病院

(2)' 要介醸4ゃ5

Ⅲ…・
お雰=温パ抵正拭=Ⅲ

!

身体介雄中心型を算定<運 転時間を除く>

中  案 尊介助
・●..…,.…Ⅲ…●"●●..1●●●・…・TH●●"●●…デ

20分中30分程度以上

降卒介助 助  降 手後介助中
■...口,"..…●●●●●L・H口●・・・'・|●●●●'●●

!

20分～30分程度以上

受静等手続き 興の受取尊

身体介腹中心翌を算定<運 転時間を除く>

tr乗車甜介期」及び「降車後介助」とは、景車・降車の介期を行うことの前後にお続して行われる外出に直接Bg』する身体介座をいう。



(3) 要介謹可～5

要介題1～5

※居宅における外出に直接閲違じない身体介題(例.八浴介助
・食事介助など)に30分～1時間程度以上を

軍しかつ当核身体介澄が中心である場合。

病院

身体介瞳
・・, , … … … ・・・・・. ず , ' … ・

ｌ
ω
Ｏ
Ｉ

(3)'

受け等手続き 菜の受取等 降享俊介助中

※院内の移動等の介助は、基本的には院内のスタッフにより対応されるべきものであるが、場合により算定対象となる。

病院

30分～1時岡租産以上

身体介醸中心型を算定<運 転時間を除く>

30分～1時間程度以上

身体介題中心理を算定<運 転時間を除く>

舜車介助 院内介助   l 景 車介助
受け寄手品き     煎 の発取帯

.ヽ......

降亭伐介助率
■Ⅲ…………….:…・''■μ

前介助●

30分～1時間程度以上

身体介難中心型を算定く連転時間を除く>

やr泉車前介駒」及J「降車後介助Jとは、果車・降車の介助を行うことの前後に連続して行われる外出に直接田出する身体介捜をいう,



参考資料

介護報■llに係るQ&Aに ついて (平成 15年 5月 30日 厚生労働省老健局老人保健課通矢B)
～抜粋～

Q2 通 院 ・外出介助及び自立生活支援の見守り的援助の区分について

A2 通 院 ・外出介助及び自立生活支援のための見守り的援助は従来どおり身体介護の区のに

含まれる。

身体介護及び生活援助 (1日家事援助)の 具体的取り扱いは 「訪間介護におけるサービス

行為ごとの区劣等について」(平成 12年 3月 17日老計第 10暑)を 参照すること。

Q5 通 院 ・外出介効における受診中の待ち時間の取扱いについて

A5 通 院 ・外出介助における単なる待ちBき間はサービス提供時間には含まない。院内の付き

添いのうち具体的な 「自立生活支援のための見守り的援助」は身体介護中lb型として算定

できる。

なお、院内の付添しヽなど居宅以外において行われる訪間介護については、居宅において

行われる目的地 (病院等)に 行くための準備を含む一連のサービス行為とみなし得る場合

に限り認められるため、院内の付添い行為だけをもってして単独行為として算定すること

はできない。

Q18「 通院等のための乗車又は降車の介効」を算定する事業所の体制等に係る届出について

A18「 通院等のための乗車叉は降車の介助」算定する事業者は新たに体制等の届出を行う必

要がある。また、新たに体制等の届出を行わない事業所が 「通院等のための乗車叉は降車

の介助」と同じ内容のサービスを行う揚合は 「身体介護中心型」を算定することはできな

い 。

なお、要介護4又 は要介護 5の 利用者に対して、通院等のための乗車 ・降車の介効を行

うことの前後に連続して相当の所要時間 (20～ 30分 程度以上)を 要しかつ手間のかかる

身体介護を行う場合には、その所要時間に応じた 「身体介護中心型」の所定単位数を算定

できることとされてしヽるが、これは 「通院等のための乗車叉は降車の介助」を算定する事

業者を前提としていることから、この場合も、新たに体制等の届出を行う財要がある。

Q20要 支援者に対する 「通院等のための乗車又は降車の介助」について

A20「 通院等のための乗車又は降車の介助」を算定できる利用者は要介護者に限られる。

ただし、要支援者に付き添い、バス等の公共交通機関利用して移送中の気劣の確認も含

めた通院 ・外出介効を行つた場合には、従来どおり 「身体介護中b型 」を算定できる。

Q22 1日 に複数の医療機関を受診する場合に、医療機関から医療機関への移送に伴う介護に

ついて 「通院等のための乗車又は降車の介助」を算定できるか。

A22居 宅以外において行われるバス等の公共交通機関への乗降、院内の移動等の介助などの

サービス行為だけをもってして訪問介護として算定することはできない。したがって、医

療機関から医療機関への移送に伴う介護については、「通院等のための乗車叉は降車の介

効」を算定することはできない。
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Q23公 共交通機関による通院 ・外出介効について

A23要 介護者又は要支援者に付き添い、バス等の公共交通機関を利用して移送中の気分の確

認も含めた通院 ・外出介助を行つた場合には、従来どおり 「身体介護中心型」を算定でき

る。なお、タクシーも公共交通機関に含まれる。

Q25し わヽゆる介護タクシーにおける受診中の待ち時間の取扱いについて

A25「 通院等のための乗車叉は降車の介助」は通院等のための外出に直接関連する身体介護

の一連のサービス行為を包括評価しているため、通院先での受診中の待ち時間につしヽては、

待ち時間の長さや待ち時間の介護の内容に関わらす、「通院等のための乗車又は降車の介

助」を算定することになり、別に 「身体介護中b型 」を算定できない。

Q26「 要介護4又 は要介護 5の 利用者に対して、通院等のための案車 ・降車の介助を行うこ

との前後に連続して相当の所要時間 (20～ 30分 程度以上)を 要しかつ手間のかかる身体

介護を行う場合には、その所要時間に応じた 「身体介護中b型 」の所定単位数を算定でき

る。」にいう 「前後の所要時間」について

A26要 介護4又 は要介護5の 利用者に対して 「身体介護中b型 」を算定するためには、通院

等のための乗車 ・降車の介助を行うことの前または後に連続して行われる手間のかかる、

外出に直接関連する身体介護の所要B守間は 20～ 30劣程度以上を要する。このとき、前後

の所要Bき間を通算できない。(なお、「身体介護中心型」を算定する場合の算定対象時間

は運転B寺間を控除して前後の所要時間を通算する。)

(例)例 ①は乗車前に 20合 の 「外出に直接関連する身体介護」を行っているため、身体介護

中,い型として算定できる。乗車前及び降車後の所要時間を通算して 25合 の身体介護とし

て身体介護中心型 (所要時間 30分未満)を 算定する。

例②は乗車前又は降車後に 20～ 30分程度以上の 「外出に直接関連する身体介護」を行

つてしヽないため、身体介護中b型 として算定できす、「通院等のための乗車又は降車の介

助」を算定する。

運転
介効
 身 体介護算定可

②    的 分 運転      lo分     身 体介護算定不可

Q29呂 」に同乗する訪問介護員等が 「通院等のための乗車叉は降車の介助」のみを行い、移送

中に介護を全く行わない場合の取扱しヽについて

A29車 両を運転する訪間介護員等とは居」に訪間介護員等が同乗する場合であつても、当該同

乗する訪間介護員等が 「通院等のための乗車又は降車の介助」のみを行い、移送中の気分

の確認など移送中に介護を全<行 わなしヽ場合につしヽては、「通院等のための乗車又は降車

の介助」と実質的に同じ内容のサービスであるので、「通院等のための乗車又は降車の介

助」を算定することとし、「身体介護中心型」は算定できない。

Q30居 宅サービス計画に 「通院等のための乗車又は降車の介助」を位置付けるときに、アセ

スメントが適切に行われていない場合の取扱いにつしヽて

A30「 通院等のための乗車又は降車の介助」の単位を算定するに当たっては、適切なアセス

メントを通じて、居宅サービス計画に位置付ける必要があると規定されており、こうした

アセスメントが行われてしヽない場合、「通院等のための乗車又は降車の介助」は不適正な

給付として返還を求め得るものである。

①
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ケアマネジャーが信頼されるために

H20.4.15 介 護保険班

1 平 成 19年 度に行われた介護支援専門員の処

平成 19年 度は、誠に残念ながら3名 のケアマネについて登録消除処分があった。

■ ケ ース 1:経 歴詐称によリケアマネ試験を受験

→ 不 正な手段による受験のため合格取消し (2名 )

■ ケ ース2:不 正請求 (ケアプランを作成していないのに報酬受領)を 主導

→ ケ アマネの信用を失墜させたため登録消除 (1名 )

2 介 護支援専門員に求められる資

■

守 られないと

↓

利用者の状態悪化

: ・ 不必要なサービス位置づけ

: ・ 不適切な事業所の紹介   '

: (系 列事業所のため ・・・)

利用者からの信頼 ・尊敬

そもそもケアマネとは ・・・

○誰のために →   利 用者からの相談に応じ

○何を目的に →   利 用者が適切な介護サービスを利用できるように

○何をする  →   専 門的知識及び技術によって事業者との連絡調整等を行う

【介護保険法第8条第21号 】

そのために求められる資質は

高い倫理性が求められる

公平中立 ・誠実 ・法令
【介護保険法第69条 の34】

達成されれば

↓

■利用者のQOL向 上

【介護保険法第69条 の36等 】
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介護保険制度の改正にかかる、介護給付費請求書等の変更について

平成 20年 度に介護保険制度の改正 (療養病床から転換した介護老人保健施設に係る

介護報酬の見直し等)が 施行されることに伴い、介護給付費の請求を行なう場合に使用

する介護給付費請求書および介護給付費明細書 (以下請求書等という)が 変更となりま

す。

今回の変更については、全請求様式の中の一部の様式が変更となり、また、変更時期

も4月 サービス分からと5月 サービス分からの2回 に分かれていますのでご注意くだ

さい。

変更となる請求書等の様式及び変更の時期は次のとおりとなります。

1変更となる請求書等

○様式第一 介 護給付費請求書

○様式第四 居 宅サービス介護給付費明細書 (介護老人保健施設における短期入所療

養介護)

○様式第四の二 居 宅サービス介護給付費明細書 (介護老人保健施設における介護予

防短期入所療養介護)

○様式第九 施 設サービス等介護給付費明細書 (介護保健施設サービス)

2変 更となる時期

○平成 20年 4月 サービス分以降

・様式第一

中国残留邦人等公費を追加した様式に切替え

○平成 20年 5月 サービス以R_r

・様式第四、第四の二、第九

特別療養費欄を追加した様式に切替え

今回の請求書等の変更において、請求の際にシステムを使用して請求 している場合

(伝送、磁気媒体による請求)についてはインタフェース (請求データ作成上の決まり)

が変更になっていますので、その対応については利用しているシステム会社へお問い合

わせください。なお、国保中央会介護伝送ソフトの簡易入力機能を使用されている場合

については、国民健康保険中央会または本会より別途連絡いたします。

※本内容は現時点で厚生労働省から示された内容で作成 してあ り、今後変更の

可能性があ ります。
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様式第一 (附則第二条関係)

平成 年 | 月分 介護給付費請求書

保 険  者

(別 記 )殿

下記のとおり請求します。 平成 年

事業所番号

請求事業所

名 称

所在地

〒|

連絡先

保険請求

区  分

サー ビス費用 特定入所者介護サー ビス費等

件  数
単位数
・点数

費用

合計

休 阪

請 求額

公費

請求額

利用者

負担
件数

費用

合計

利用者

負担

公費

請求額

保険

請求額

居宅 ・施設サーピス

介護予防サービス

地域密着型サービス等

居宅介護支援

介護予防支援

合 計

公費請求

区  分

サービス費用 特定入所者介護サービス費等

件  数
単位数
・点数

費用

合計

公費

請求額
件数

費用

合計 館諏室

居宅 ・施設サー ビス

介護予防サービス

地域密着型サー ビス等

生 保

居宅介護支援

介護予防支援

感染定 37条 の2

障自 通々院医療

障自・更生医療

原爆 ・一般

特定疾患等
治療研究

障害者 ・支援措置 (経

過措置)

被爆者助成

技爆体験者

有機ヒ素・緊急措置

水侯病総合対策
メチル水銀

石綿 ・救済措置

障害者 ・支援措置 (全

額免除)

透 中襲機稼郊爽等

合  計

備考 こ の用紙は、A列 4番 とすること。
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様式第四 (附則第二条関係)

居宅サービス介護給付費明細書
(介護老人保健施設における短期入所療養介護)

公費負担者番号

公費受給者番号 保険者番号

平成 年 月分

被
保
険
者

被保険者
乗 号

(フリカ
・
ナ)

氏名

生年月日

1明 治 2.大 正 3,昭 和
性

別
1 .男 2女

年 月 日

要介護

状態区分
経過的要介護 ・要介護 1・2・3'4・ 5

認定有効

期間

子威 年 月 日 か ら

F成 年 月 日 まで

請
求
事
業
者

事業所
審 早

所業

称

事

名

所在地

連絡先 電話番号

居宅

サービス

計画

1居 宅介護支援事業者作成 2.被 保険者自己作成

事業所番号

事業所名称

入所年月日 r成 年 月 日

退所年月日 「威 年 月 日

短期入所 実 日数

給
付
費
明
細
欄

サービス内容 サービスコー ド 単位数
無

数

回

日
サービス単位数 ″

等
ｘ
教
公
回

公費対象単位数 摘要

合計 /

緊
急
時
施
設
療
養
費

時

名

急

病

寮

傷

∪
②

③

緊急時治療

開始年月日

慶
成

成

予
平
平

Ｏ
②

③

年
年

年

月

月

月

緊急時治療管理 (再掲) 単位 1単 位 X

摘要

日|

特
定
治
療

リハヒ
‐
リテーション 点

処置 ″く

手 術 ′点

麻酔 点

放射線治療 ,点

合計 点

往診日数
医療
紳 画 素

通院日数
ゑ

療

画

医

津

薔
畿
轟

躙

騨 盤 畿 選 醒 卵 紺 醸 撤 騨 隅 盤

饂 /

請
求
領
集
計
榔

区分 保険分 公費分 保険分特定治療翠戦駒選室雲 公費分特定治馨

D計 画単位数

D限度額管理対象単位数

D限度額管理対象外単位数

Э給付点数 ・単位数

D点 数 ・単位数単価 円/単 位 10円/点コ畔醒 10円/点r寧畿

Э給付率 //100 //100 //100 /100

Э請求額 (円)

D利用者負担額 (円)

牢

え

メ

ラ

差

介

護

サ

ー

ビ

ス
資

サービス内容 サービスコード 費用単価(円) 負担限度額 日数 費用額(円) 保険分 公費日舷 公費分 利用者負担額

合計

保険分

請求額(円)

分

額

費

求

公

請

費ヽ分本人負担月額

1枚 中 | 1枚 目
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様式第四の工 (附則第二条関係)

介護予防サービス介護給付費明細書

(介護老人保健施設における介護予防短期入所療養介護)

公費負担者番号

公費受給者番号

防

ス

予

ビ館サ・諏

2被 保険者自己作成 3,介 護予防支援事業者作成

事業所番号

事業所名称

保険者番号

平成 年 月分

被
保
険
者

被保険者
番 号

(フリカ
'ナ
)

氏名

生年月日

1明 治 2,大 正 3.昭和
性
別 1 .男 2  女

年 月 日

分

援

区

支

態

要

状
要支援 1・要支援2

認定有効

期間

子成 年 月 日

「成 年 月 日 まで

請
求
事
業
者

事業所

番号

事業所

名称

所在地

連絡先 電話番号

入所年月日 平成 年 月 日

退所年月日 平成 年 月 日

短期入所 実 日数

給
付
費
明
細
欄

サービス内容 サービスコー ド 単位数 質
数
回
日
サービス単位数

公費分

回数等
公費対象単位数 摘要

合計 /

緊
急
時
施
設
療
養
費

時

名

急

病

緊

傷

∪
②
③

緊急時治療

開始年月日

反
成

成

畔
針
鎌

牛
年

年

月

月

月

緊急時治療管理 (再掲) 単位
_ 1 空 1  1  胆 ∃

摘要

特
定
治
療

リハヒ
・
リテーション ′く

処置 ′点

手術 ′く

麻酔 点

放射線治療 点

合計 点

往診日数
名

療

関

医

縄
通院日数

名

療

関

医

縄

轍
圏

鋼

i灘

跡 縦 蟹 撃鵬 鰹 靭 麟 容控画戴 鞭 陽 鱗

饉

請
求
額
集
計
欄

区分 保険分 公費分 保険分特定治澪盤埜理室室室 公費分特定治寮竪埜堕基塗室

D計 画単位数

Э限度額管理対象単位数

Э限度額管理対象外単位数

Э給付点数 ・単位数

D点数ワ単位数単価 円/単 位 lo円/点髄 駆 lo円/点諾署避

③給付率 /1oo //100 /100 1/100

Э請求額 (円)

D利用者負担額 (円)

介

護

予

防

サ

ー

ビ

ス
資

サービス内容 サービスコー ド 費用単価(円) 負担限度額 日数 費用額(円) 保険分 公費日政 公費分 利用者負担額

合計

保険分

請求額(円)

分

額
燎
隷

費ヽ分本人負担月額

1枚中 | 十 枚目
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様式第九 (附則第二条関係)

施設サービス等介護給付費明細書
(介護保健施設サービス)

公費負担者番号

公費受給者番号 保険者番号

平成 年 月分

被
保
険
者

被保険者

番号

(フリカ
'ナ
)

氏名

生年月日
1明 治 2.大 正 3.昭 和

性
別
1 ,男 2. 女

年 月 日

要介護

状態区分
要介護 1・2・3・4・5

認定有効

期間

平成 年 月 日 |から

「成 年 月 日 |まで

請
求
事
業
者

事業所

番号

事業所

名称

所在地

T

連絡先 電話番号

姉
如

年 月 漸伽
年 月 入所実日数 外泊日数

主傷病
退所後の

状況

1.居宅 3医 療機関入院 4死 亡 5.その他

6介護老人福祉施設入所 7介 護老人保健施設入所 8介 護療養型医療施設入院

給
付
費
明
細
欄

サービス内容 サービスコー ド 単位数
萩
数
回

日
サービス単位数 方

等
ズ
数
公
回 公費対象単位数 摘要

|

合計 /

緊
急
時
施
設
療
養
費

時

名

急

病

緊

傷

∪
②
③

緊急時治療

開始年月日

成
成
成

鎌
鎌
鎌

年
年
年

月

月

月

日

日

日

緊急時治療管理 (再掲) 単位 1単 位×

摘要
1日 |

特
定
治
療

リハヒ
・
リテーション 点

処置 点

手術 点

麻酔 点

放射線治療 点

合計 ″く

往診日数
名

療

関

医

機
通院日数

名

療

関

医

機

灘
圏
轟

騨

掛独審壌 醒 封鱗 醒 鞭 難 鱗 饗翻 騒 選

翻 /

請
求
額
集
計
欄

区分 保険分 公費分 保険分特定治寮製盤遡盤盤盤 公費分特定治震蝉器麟凍義費

①点数・単位数合計

②点数・単位数単価 円/単 位 10円/点掛革程 10何/点鱗鞘

⑥給付率 /1oo /100 /1oo //100

④請求額 (円)

⑤利用者負担額 (円)

介
護

サ
ー
ビ

ス
費

サービス内容 サービスコード 費用単価(円) 負担限度額 日数 費用額く円) 保険分 公費日承 公費分 利用者負担額

合計 i ! /

保険分

請求額(円) 紛
期
公

請

費ヽ分本人負担月額

|1紳 |1咽
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社会福祉施設における感染症予防対策
栃 木  県

●施設利用者の定期的な健康管理を !

・体調の悪い人の状況を定期的に劣析することにより、日常的な発生状況を把握し

ておくと、集団感染を早期に発見することができます。
・入所者等の施設利用者の健康状態を常に観察 ・記録し、体調の悪い人がしヽなしヽか

を早期に把握するよう努めましょう。

● 「1ケ ア 1手 洗い」の実施、徹底 !

・感染症等を予防するためには、何よりも手洗い 。うがいが大切です。入所者等を

ケアする場合は、 1人 ごとに手洗いや手指消毒 (アルコールを含有した速乾性手指
消毒剤等)を 徹底しましょう。このとき、使しヽ捨て手袋やマスクを着用することも

有効です (ノロウイルスは、85℃ 以上の熱湯で 1分 以上の加熱か塩素系漂白剤が有効)。

通常の手洗いの例

|ぅ     日
よ 錦 郷 よ生 にあげ、剛 麒 がはね獅 よ|
水で十分手をぬらす ③ 石けんで、しっかり泡立てて、|

1 爪、指のつけ根や手首まで30秒 以上かけて洗う ④ 流水で十分洗い流す ⑤ l
1 自分の専用タオルまたは、使い捨てタオルで水気を十分拭き取る ⑥ 蛇□は常|

| に衛生的に保つよう工夫する (手を拭いたへ
°
Jヽ
・―夕加けで閉める等)      |

●排泄物等は必す衛生的な処理を !

・特に、感染症の発生時、排泄物や吐物など (多くの細菌が混入しています。とりわ
けノロウイルスによる感染症では、ウイルスが多量に含まれるため、注意が必要で
す。)を 処理する場合は、必す手袋、マスク、エプロンなどを着用し、処理者への
感染防止と施設内への感染症まん延防止に留意しましょう。
・通常時のおむつ交換時におしヽても、必す 「1ケ ア 1手 洗しヽ」を徹底しましょう。
・汚染された場所やその周囲は、O.5%の 次亜塩素酸ナ トリウム液で清拭し、必す消
毒しましょう。
・処理後は、十分な手洗いと手指の消毒を行いましょう。

●日頃の職員の健康管理も大切 !

・一般的に、施設の職員は、当該施設内に病原体を持ち込む司能性が非常に高しヽこ
とを認識しましょう。
,また、入所者等施設利用者間の病原体の媒介者となる危険性も高いことから、常
日頃からの職員の健康管理が重要です。定期的な健康診断は必す受診しましょう。
・施設の職員は、体調不良の場合には早期に医療機関を受診するとともに、症状が
改善するまで、なるべく就業をしないようにしましょう。

●感染症等患者の多数発生時の対応は早めに !

同一症状を呈する患者が多数発生してしヽる場合、そうした患者が重篤となった場合
などしヽつもと違う状況になつた揚合には、すぐに医療機関及び所管の広域健康福祉
センター等に受診または連絡して対応を相談し、指示を仰ぎましょう。対策の遅れ
が感染を拡大させることがあります。
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国宗教団体

口病院

国放課後児童クラブ

麗幼稚園

田小学校

口保育所

□児童福祉施設

回障害者福祉施設

固高齢者ク
・
Jレープホーム

団高齢者施設

1警|千犠轟轟ン|:|!

集
団
発
生
事
例
件
数

―
ヽ
Ｏ
ｉ

全体〔45〕1,214名 県西〔3〕100名 県南〔9〕205名

保健所

県北〔15〕420名 安足〔10〕279名 宇都宮市〔6〕115名

社会福祉施設における感染性胃腸炎(ノロウイルス)集団発生事例(平成19年度)
〔発症者内訳:入所者等988名、職員等226名〕【平成20年3月28日現在】

栃木県保健福祉部健康増進課
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